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　2025年2月に閣議決定された第7次エネルギー基本計画では、
天然ガスはカーボンニュートラル実現後も重要なエネルギー源と
位置付けられました。地政学的リスクの顕在化などを背景に、安定
供給の重要性が再認識され、天然ガスの役割は一段と大きくなったと
受け止めています。当社グループとしてもその責任とさらなる�
可能性を強く認識しています。
　LNG調達・受入基地・導管ネットワーク・小売といった天然
ガスバリューチェーンと安定した顧客基盤は、当社グループが�
これまで培ってきた強みであり、こうした環境変化はそれらの�
価値を改めて押し上げるものだと考えています。当社グループ�
としては、北米での上流資源開発への参画や、天然ガス火力発電所
の増設など、将来の安定供給と成長の両面に資する施策に取り組み、
バリューチェーン全体の拡大・最適化を進めています。

　これまでの企業理念は高度成長期に制定されたものでした。�
現在では事業環境が大きく変化し、事業領域も都市ガスだけでなく
LPガスや電力、将来的な水素を含めたエネルギー全般に広がって
います。事業展開も静岡ガス単体だけでなくグループ総合力を�
活かす段階になりました。このような変化を踏まえ、地域社会の�
発展に貢献するという本質は継承しながら、「エネルギーを中心�
としたグループ総合力で、豊かで持続可能な未来を追い求めます」
という新理念を掲げました。

成長への積極投資とガバナンスを両立させつつ
事業領域の拡大を加速していきます

2025年度の事業環境変化とその対応について教えてください。 新グループ企業理念の制定の背景と意義を
お聞かせください。

　都市ガスの販売量は、工業用需要の伸びもあり、堅調に推移しま
した。電力についてもお客さま数が10万件に達するなど着実に�
基盤が拡大しています。ハウジング分野でも、静岡県西部地区の�
住宅メーカーであるグッドリビング株式会社をグループ会社に�
迎え、事業領域の拡大が着実に進みました。売上高は、原料費調整
制度によるガス販売単価の下方調整などにより、前期に比べ微減
となりました。一方で、LNG調達の工夫やスライドタイムラグ等
で利益は伸長し、減収増益の決算となりました。（P.11「2025年�
業績ハイライト」参照）

当期の業績についてお聞かせください。

新ブランドスローガン「湧く想い、沸かせる未来。」に込めた
狙いについて教えてください。

　これまで成長を支えてきた都市ガス事業の成熟を見据え、さら
なる成長のためには、事業領域の拡大と新たな価値創出が必要�
です。そのためには、社員のマインドを「現状の延長」ではなく�
「ゼロを1にして、1を100にする」発想に変えていく必要があり、
社員みずからが議論を重ね、新たなブランドスローガンを策定�
しました。社内ではタウンホールミーティングや1on1で浸透を
図り、社外には事業や地域貢献の取り組みを通じて「静岡ガス�
グループはワクワクさせる会社だ」と感じていただけるよう伝えて
いきます。

トップインタビュー

エネルギー基本計画の変化に対応し、
バリューチェーンの拡大・最適化を推進

新グループ企業理念の制定と
ブランドスローガンによる意識変革
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　当社グループの持続的な成長には、事業領域の拡大が不可欠です。
既存事業の成長に加えて、M＆Aによる成長にも取り組んでいます。
その過程で、モニタリング不足や環境変化への対応の遅れなど、�
ガバナンス上の課題が見えてきました。今後の成長とガバナンス向上
の両立を目的にグループ再編を行い、管理部門集約による効率化と、
経営人材育成の観点から有望な社員の経営者への任用も進めています。

　「グループ2030年ビジョン」では、2030年代のあるべき姿として
「地域共創の実現へ」を掲げ、基盤事業である都市ガス事業は継続的な
成長を図りつつ、新たな成長事業を確立することで、2030年の連結
経常利益130億円、経常利益に占める都市ガス事業以外の比率50％
を目指します。中期経営計画は、グループ2030年ビジョンの進捗
確認と環境変化への対応を機動的に行うため、毎年見直しています。

　中間持株会社は、類似の事業領域にあるグループ会社をまとめ、さ
らなる成長を促すために設立しました。これまで個社ごとに進めてい
た事業を、中間持株会社の下に集約することで、グループ化後の経営
統合（PMI）の強化や類似事業間のシナジー創出につなげます。今後、
M＆Aを行う場合も類似事業領域の会社については中間持株会社の
傘下に加えることで、より効率的・体系的に進められると考えています。

2026年1月に実施したグループ再編の
目的と背景についてご説明ください。

「グループ2030年ビジョン」の概要と
中期経営計画の位置付けについてご説明ください。

中間持株会社の設立による期待・効果と
具体化していく方法について教えてください。

代表取締役
社長執行役員

松本 尚武

　当社グループは、利益規模として100億円超の水準に達したと
認識しています。グループ2030年ビジョン実現に向け、重点テーマ
は「事業領域の拡大」と「ガバナンスの強化」です。
　事業領域の拡大では、強みである天然ガスバリューチェーンの
拡大・最適化と、強固な顧客基盤を活かしハウジング分野などの
周辺事業の拡張に取り組みます。
　ガバナンス面では、投資判断にあたり資本効率を強く意識し、�
事業別の投資基準を設け、リスクとリターンを検証し、厳格なプロセス
で投資判断を行います。

現時点での進捗と、今後の重点テーマや
資源配分について教えてください。

成長とガバナンスを両立させるために
大幅なグループ再編を実施

グループ2030年ビジョンに基づき
事業領域の拡大と積極的な投資を継続

　基盤事業である都市ガス事業は、効率化を進めつつ、バリュー
チェーン全体での価値の最適化に注力します。LPG事業では、事業
承継上の課題を抱える販売店のM＆A等も活用して拡大を進めて

各事業における今後の戦略についてお聞かせください。

各事業の強みを活かして
事業拡大と人材育成を進める

2株主の皆さまへ



いきます。電力・再エネ事業では、自社電源の開発や再エネ由来の
電力の提供により顧客基盤の拡大を図ります。くらしサービス�
事業では、ハウジング分野として新築住宅・リフォーム・リノ
ベーションから不動産取引までを一貫してカバーする取り組みを
展開していきます。エンジニアリング事業では、ボイラーや工業炉
から空調へと拡張を図ります。海外事業では、米国での上流事業�
参入も含め、バリューチェーンの拡大に注力していきます。

　「地域共創」には、当社として二つの意味があります。
　一つ目は、事業面での地域共創です。事業領域が広がる中、当社
グループだけでできることには限界があります。事業ごとに最適
なパートナーと連携し、協働することが成長の前提であり、事業�
価値を高める鍵になります。

　2025年2月に「資本コストと株価を意識した経営」を公表しまし
たが、現状では、PBRは1倍を下回っています。
　PBRの改善には、ROE向上と当社グループの魅力を適切に情報
発信することが重要です。ROE向上に向けては、成長分野への積極的
な投資と、投資資金の一部を負債で調達することでレバレッジ�
効果を高め、資本効率の改善を図っていきます。私自身も積極的に
投資家の皆さまと対話を重ね、事業の成長性や強みをしっかりと
お伝えすることで、当社グループの価値を適切に評価していただ
けるよう努めていきます。
　配当については、当期の期末配当を従来予想から増配し、年間�
配当金は43円といたしました。今後も累進配当を基本に配当性向
はおおむね3割を目標とし、利益の成長に応じた配当を行い、株主
の皆さまへの還元を強化していきます。
　今後も、グループの成長とガバナンスの両立を通じて企業価値
の向上を図り、株主の皆さまのご期待に応えてまいります。引き続き
のご支援を心よりお願い申し上げます。

　二つ目は、静岡という地域との共創です。自治体や大学などとの
連携を本格化しており、地域課題の解決や地域活性化に貢献する
取り組みを広げています。
　これら二つの「地域共創」を通じ、当社グループは事業面でも�
社会面でも地域とのつながりを深め、共に持続可能な未来を�
つくっていきたいと考えています。

　DXは、バックオフィスや現場オペレーションの効率化に向けた
ツールの導入は進んでいますが、業務プロセスそのものを見直して
効率化・共通化した上でデジタルを活用する段階まで至っていない
認識です。
　今後は、デジタルマーケティングなどお客さまへの付加価値提
供の強化に取り組むため、現場と本社の取り組みを統合し、全社的
なDXを加速させていきたいと考えています。社員のデジタルスキ
ル向上の一環として、ITパスポートの取得も推進しています。

　社員の成長なくして企業の成長はないと考え、採用、教育、評価
など人事制度を連動させ、社員が力を発揮できる環境づくりを�
進めています。
　人材については、新卒採用・キャリア採用・M＆Aで確保して
おり、近年は即戦力となるキャリア採用の割合が高くなっています。
育成面では、若手社員は複数領域の経験を通じて視野とスキルを
広げ、年齢に応じてスペシャリストまたはマネジメントとして育成
していく方針です。グループ横断のジョブローテーションを積極
的に推進するとともに、女性幹部職の育成にも取り組んでいます。
　組織面では、心理的安全性の高いボトムアップ型の組織づくりを
重視しています。タウンホールミーティングや1on1、役員メンター
制度などでコミュニケーションを強化した結果、社員エンゲージ
メントは着実に向上しており、取り組みの成果が表れ始めています。

地域共創やDX推進などへの対応についてお聞かせください。

資本コストと株価を意識した経営や
配当政策について教えてください。

これらの取り組みを進めるための人材の確保と
育成について教えてください。

トップインタビュー

さまざまな経営課題に対応しつつ
積極的に株主還元を図っていく
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　当社グループは、2030年ビジョンの実現に向け、成長分野の推進体制を強化するとともに、効率化とガバナンスの向上を
図るため、グループ再編をいたしました。

成長の加速とガバナンス向上に向けたグループ再編

グループ再編の目的

グループ再編の概要

再編後のグループ組織図
■ 再編箇所

◦成長事業の加速：成長分野を中心に組織を最適化し、意思決定を迅速化します。
◦効率化と機能強化：集約・合併等により効率化を進め、本社機能を強化します。
◦グループ全体のガバナンス／コンプライアンスの向上：管理体制を整備し、統制の実効性を高めます。

❶ 中間持株会社の設立：M＆A・PMIの強化により、戦略の推進とガバナンスを強化します。
❷ 機能別分社化の推進：効率化と役割・責任の明確化に向け、体制を再編します。
❸ 合併による金融サービス事業の強化：経営資源の相互活用を図ります。
❹ 資本関係の見直し：資本関係を見直し、さらなる成長を促進します。
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傘下各社のシナジーにより住宅事業の
成長基盤を確立していく

住まいに関するライフサイクルのすべてを
カバーできる体制構築を目指す

住宅関連事業を集約することで
ライフサイクル全般で価値を提供します

静岡ガスハウジングホールディングス株式会社
代表取締役社長 滝口 資英

Interview

　静岡ガスハウジングホールディングス株式会社は、2026年1月
に中間持株会社として設立されました。人口減少や物価変動など�
不確実性が高まる中で、分散していた住宅関連事業を集約し、経営
資源の最適な配分と意思決定の迅速化を図るとともに、グループ�
各社の強みを掛け合わせて持続的な成長基盤を築くことが狙い�
です。従前から連携は進めてきましたが、統括機能が点在し、十分な
シナジー創出には至らなかったことから、住宅関連事業全体の�
戦略・推進機能を中間持株会社に一元化しました。
　各社の機能を相互補完しながら、コスト削減やノウハウ共有、�
資材の共同調達などの連携を進めるとともに、基準整備とモニタリ
ングの強化を図ります。上から押し付けるのではなく、各社の業界
特性や企業文化を尊重しつつ、その強みを伸ばし、グループ全体の
シナジーを最大化していきます。

　目指すのは、お客さまの住まいに関するライフサイクル全般をカバー
する体制の構築です。本年2月には、静岡県東部で宅地分譲地販売、
土地・建物仲介、賃貸管理を手がける株式会社共同開発、静岡県西部で
宅地分譲地販売、不動産賃貸業を行う株式会社共和不動産の全株式を
取得しました。これにより、静岡ガスリビング株式会社、株式会社甲静
ハウジング、グッドリビング株式会社、株式会社Sweets Investment
を含めた6社を傘下に収め、ハウジング分野での面的なサービス展開
を進める体制が整いました。今後もM＆Aを機動的に活用し、地域・
事業ごとに必要な機能を補完・強化します。住まいに関するサービス
のワンストップ提供力を高め、お客さまの幅広いニーズに的確に�
お応えし、ハウジング事業のさらなる成長を目指します。
　初年度は、量の拡大よりも質の向上を優先し、各社の役割と責任
の明確化、経営管理の基盤の定着を図り、足し算ではなく掛け算の
シナジーが生まれる土台を築いていきます。グループ2030年�
ビジョンの達成に向けて、お客さまとの信頼関係を盤石なものとし、
将来的には地域の街づくりにも貢献できることを目指します。
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　2026年1月、静岡ガスエンジニアリングホールディングス株式
会社が設立されました。エンジニアリングサービスの拡大を加速�
するための中間持株会社として、M＆A、ホールディングス傘下�
企業への経営戦略の立案、経営統合（PMI）の実行、ガバナンスの�
強化を担います。現在、核となる静岡ガス・エンジニアリング株式
会社に加え、太陽光関連事業を手がけるSGIメンテナンス株式会社
など計4社を統括し、PMIを通じた技術・ノウハウの共有や人材�
連携により、グループシナジーを高めていきます。
　この体制のもと、当社は「深化」と「拡大」の2つのビジョンを掲げ
ました。「深化」では、これまでのガス関連分野にとどまらず、�
ユーティリティ全般（電気・圧縮空気・水・排水）、さらには生産�
設備にも踏み込み、お客さまの経営課題に向き合うパートナーとして
機能を高めます。「拡大」では、静岡県内に限定せず、お客さまの関連
拠点やサプライチェーン全体へ価値提供を広げます。

DXの推進、エネルギーマネジメントを通じて
お客さまとともに成長していく

深化と拡大の2つのビジョンを掲げ
高度なエンジニアリングサービスを提供

　カーボンニュートラルの実現に向け、IoTを活用した燃焼設備の
見える化を起点にDXを推進し、省エネ効果の創出に取り組みます。
今後はエネルギーマネジメントを組み合わせ、より高度なエネルギー
サービスへと発展させていきます。SGIメンテナンス株式会社では
他社所有の太陽光発電設備のメンテナンスも受託し、将来的な設備
更新需要の創出に取り組みます。自治体と連携した汚泥処理による
バイオガス製造など、エンジニアリング事業で培った強みを活かして
地域の課題解決にも貢献していきます。
　初年度の2026年度は、「深化」と「拡大」を両輪に、必要な機能を
補完するためのM＆AとPMIを着実に進め、ユーティリティ全般に
おける提供力と県外を含めた展開力を高める一年とします。グループ
2030年ビジョンの達成に向けて、事業展開を通じてお客さまと�
ともに成長し、地域の未来を切り開いていきます。

お客さまの経営課題に深く向き合い
エンジニアリング事業を拡大していきます
静岡ガスエンジニアリングホールディングス株式会社

代表取締役社長 大川 信二
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成長分野の推進体制を強化する組織改編

ガ
ス
＆
パ
ワ
ー
本
部

基
地
統
轄
部

電
力
・
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
部

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス
本
部

経
営
戦
略
本
部

旧組織図 新組織図
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・海外事業を機動的に推進できる体制を強化します。
・�原料調達と基地活用を一体で推進し、経済性と柔軟性の両立を�
図ります。
・�電力の小売戦略と再エネ電源開発を連携させ、電力・再エネ事業
の実行力を高めます。

▶ 改編日　2026年1月1日
▶ 改編の内容
① �海外事業本部を新設（海外事業の推進機能を強化）
② �資源・基地事業本部を新設（原料・基地機能を一体運用）
③ �電力・再生可能エネルギー部を営業本部へ移管（販売戦略と
電源開発の連携を強化）

組織改編の目的

　海外事業の拡大に伴う案件の多様化・複雑化に対応し、機動的に事業を推進する体制を整えるため、2026年1月1日付で
組織を改編しました。

1 改編の概要2

本部名 内容

資源・基地事業本部 LNGの調達・基地運用を一体で進め、付加価値の創出と安定供給の両立を図ります。S＋3Eを満たすエネルギー
供給の追求と、GXに向けた次世代エネルギーの取り組みを推進します。

海外事業本部 当社グループのノウハウを活かし、海外での事業開発・推進を担います。海外における成長機会の獲得を通じ、�
グループの成長を加速します。

※�S＋3E：安全性＋エネルギーセキュリティ・経済効率性・環境性／GX：グリーントランスフォーメーション

各本部のミッション（役割）3

4 新旧組織図
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Interview

　海外事業本部は2026年1月、海外事業全般を担う本部として�
発足しました。グループ2030年ビジョンの実現に向け、海外事業
を当社グループの成長の柱として計画的に引き上げていくことが
役割です。従来一体だった海外・資源の枠組みを分け、海外事業に
専念できる体制へ移行しました。
　当事業本部は、インド事業部、アジア事業部、戦略推進部の3部門
で構成しています。インド事業部と、東南アジアを管轄するアジア
事業部を分けた理由は、市場の成長スピードや事業環境、文化・�
商習慣が異なり、求められる戦略も異なるためです。戦略推進部は、
事業投資先のガバナンスや管理など、当社海外事業を横断的に�
統括・調整する役割を担います。
　同時に新設されたLNG調達等を担う資源・基地事業本部とは�
組織上は分離しましたが、引き続き緊密に連携し、天然ガス�
バリューチェーンの拡大・最適化を進めます。海外でも当社らしく、
現地パートナーとの関係構築を大切にし、国内の各本部とも協働し、
地域に寄り添う形で事業を進めます。

　海外事業は、縦の展開（天然ガスバリューチェーンの最適化）、�
横の展開（国内で培ったノウハウの海外展開）、カーボンニュートラル
推進の3つの柱で進めます。
　インドでは、現地企業との連携を軸に、天然ガスサプライチェーン
への参入と太陽光発電の両輪で取り組みを進め、将来的には袖師�
基地向けのLNG契約（年間約120万トン）の最適化につなげる取り
組みも進めます。アジアでは、これまで同地で取り組んできた天然
ガス事業、火力や太陽光などの発電事業に加え、日本国内で実績の
ある産業向けエネルギーサービスの水平展開を進めます。米国では、
データセンター等による電力需要の拡大を背景に天然ガス需要の
増加が期待される中、シェールガス事業に昨年参画しました。
　初年度は重点課題として、安定収益基盤を確立するとともに、�
天然ガスバリューチェーンの構築を進めます。そして、海外事業�
推進の長期的な基盤となり、強みの源泉ともなる人材の育成を強化
してまいります。

海外事業を展開する中心組織として
3つの戦略を推進してまいります
執行役員
海外事業本部長 東 武師

海外事業を担う本部として
地域に根ざした事業を展開する

人材・組織の育成と事業基盤構築を進め
3つの柱となる戦略を推進
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持続可能なくらしやすい地域の実現へ
2050年

地域共創の実現へ
2030年～

新たなつながりでの共創実践
2028-2030年

事業領域の拡大
2025-2027年

信頼のブランド強化
2022-2024年

現在

中期経営計画
（2026年～2028年）

● �本計画の3か年は、これまで進めてきた「ホップ＝信頼のブランド構築」、および現在進行中の�
「ステップ＝事業領域の拡大」をさらに推進し、次なる「ジャンプ＝新たなつながりでの共創実
践」へとつなげる期間である。

● �新たなグループ組織体制の下、基盤事業を深耕するとともに成長事業を拡大する。そこからさらなる
新領域・ネットワークを創造することで、グループ2030年ビジョンで掲げた「地域共創」を実現する。

● 財務面では、2028年にはビジョンで掲げた「連結経常利益130億円 ROE8％」の実現に目途をつける。

「事業領域の拡大」の深化と
「新たなつながりでの共創実践」へ。

2,012

2025年
実績

2026年
計画

2027年
計画

2028年
計画

2,011 2,140
2,362

単位：億円
*億円未満切捨て

2025年
実績

2026年
計画

2027年
計画

2028年
計画

147

104
121

133

単位：億円
*億円未満切捨て

100

2025年
実績

2026年
計画

2027年
計画

2028年
計画

91 93 107

8.1％
7.3％7.3％8.0％ROE

当期純利益

単位：億円
*億円未満切捨て

▌売上高 ▌経常利益 ▌親会社株主に帰属する
当期純利益・ROE

本計画の3か年

事業領域を拡大しながら、
地域の課題解決に取り組んでいく

2030年ビジョン
地域の皆さまと共につくる
新しい価値創造のサイクル

目指す姿

● 海外、電力・再エネ、くらしサービス、エンジニアリングサービス等、成長投資をさらに加速する。
● 設備の強靭化と合わせ、天然ガス普及開拓投資を継続する。

成長投資の加速／基盤事業への継続的投資
成長投資レジリエンス

投資・その他

22%

88%12%

66%

基盤事業：22％
■ くらしサービス
■ エンジニアリングサービス
■ 天然ガス普及開拓投資等

成長事業：66％
■ 海外
■ 電力・再エネ

■ 基地・導管設備の維持・
管理等

2026年ｰ2028年
総投資額

1,070 億円

投資計画

売上高・利益計画

2025年
実績

2026年
計画

2027年
計画

2028年
計画

為替レート
（円/＄） 149.7 155.0 155.0 155.0

原油価格
CIF（JCC）（$/bbl ) 74.4 70.0 70.0 70.0
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各事業の具体的な取り組み

都市ガス・LPG事業

● �工業用・業務用の大口需要を開拓するとともに、コジェネ拡大によりエネルギー
高度利用を推進する。

● �LPGは、戸建開拓や販売店のM＆A等による使用中戸数の拡大に取り組むと�
ともに、LPGバリューチェーンの最大化・最適化を推進する。

普及拡大・高度利用の推進／
バリューチェーンの最大化・最適化

くらしサービス・エンジニアリングサービス事業

● �成長の柱であるハウジング分野では、お客さまの住まいのライフサイクルに�
寄り添い、面的なサービスを展開する。

● �事業領域拡大の加速に向け、ハウジングは新築、不動産、エンジニアリングは空調、
給排水、ビルメンテナンス分野でのM＆Aを推進し、グループシナジーの最大化を図る。

面的なサービス展開／
M＆Aの推進によるグループシナジー最大化

データ・情報・職人・人材
・

ノ
ウ

ハ
ウ

・
購

買力・設計・施工・管理etc

不動産賃貸 土地

新
築

住
宅

リフォーム

空き家・中古再販 

賃貸仲介

賃貸管理 土地仲介

土地開発

建売

注文

設備交換

リノベ
買取

再販

アフター
メンテナンス

課題や
お悩みを相談

お客さま

適切なサービスを提供

電力・再エネ事業

● �環境価値を活用した新料金メニュー、デマンドレスポンス、省エネ診断等の�
活用により、新たなお客さま層の獲得を推進する。

● �太陽光およびバイオマスを中心とした再エネ開発と、自社発電所の増設、系統用
蓄電池の設置により、供給力・調整力の増強を推進する。

お客さま獲得の推進／
電源開発・調整力増強の推進

海外事業

● �国内のLNG需要120万tを活かし、グローバルな天然ガスバリューチェーンの
最適化を推進する。

● �国内外で蓄積した知見・経験を活かし、今後の経済成長が期待できる地域への
広域進出に取り組む。

東南アジア、インド、北米を中心とした
事業展開の加速

インド
タイ

アメリカ

インドネシア

ベトナム

2025年
実績

2026年
計画

2027年
計画

2028年
計画

1,595 1,568 1,524 1,557

326 326 325 325 使用中戸数
（単位：千戸）

販売量
（単位：百万ｍ３）

2025年
実績

2026年
計画

2027年
計画

2028年
計画

56 56 59 60

84 86 87 95 使用中戸数
（単位：千戸）

販売量
（単位：千t）

2025年
実績

2026年
計画

2027年
計画

2028年
計画

530 582 688 774

157 181 257 308
373 400 431 467

104 115 124 133 使用中戸数
（単位：千戸）

販売量
（単位：百万kWh）

高圧
低圧

2025年
実績

2026年
計画

2027年
計画

2028年
計画

59
81

100
121
（単位：MW）

▌都市ガス使用中戸数と販売量

▌ハウジング分野における面的なサービス展開 ▌海外での事業展開

▌小売販売量と使用中戸数▌LPG使用中戸数と販売量 ▌再エネの累計開発計画
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2025年2024年

2025年2024年 2025年2024年

1,5951,582

2023年

1,558
530

491
457

2,0122,022

2023年

2,140

147
130

2023年

200

0.8%
増

12.9%
増

8.1%
増

0.5%
減

2025年2024年2023年

36.1万件36.136.1
10.4万件

お客さま件数※ お客さま件数※
9.79.1

百万㎥
1,595

億円
2,012

百万kWh
530

億円
147

※お客さま件数は設備戸数。 ※お客さま件数は使用中戸数。

（単位：百万㎥（45MJ））ガス販売量 電力販売量（卸売を除く） （単位：百万kWh）

経常利益売上高

静岡ガス　IR 検索
スマートフォンでもご覧いただけます➡https://ir.shizuokagas.co.jp/ja/ir/Top.html

詳しい情報は静岡ガスのIRページへ

POINT
1

POINT
3

POINT
2

POINT
3

（単位：億円）（単位：億円）

2025年業績ハイライト
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1,547

1,144

2023年

1,594

996

2022年

1,702

1,255

2024年

1,958

1,387

2025年

69.4%
58.2%

69.4% 67.0%

総資産・純資産
■ 総資産　■ 純資産 自己資本比率

（単位：億円）

業績、株主資本配当率（DOE）等を勘案し、累進的かつ継続
的に株主さまへの還元を充実していきます。
なお、配当性向に関しては、3割を目標水準といたします。

配当方針

（円）

2024年

9.5

2022年

19
15.0

27.0

2023年

25

40

2026年

22.0
（予想）

（予想）
44

2025年

22.5

43

9.5 10.0 13.0
22.0
（予想）20.5

配当金の推移

ガス販売量は工業用のお客さま設備の稼働が堅調に 
推移したことなどにより、前期を上回りました。1

2 電力販売量は家庭用の使用中戸数増加などにより、前期
を上回りました。

3
売上高は、北米での事業の開始やガス販売量の増加が増収
に寄与した一方、ガス販売単価の下方調整により微減と
なりました。経常利益は、LNG調達価格の抑制とスライド 
タイムラグの効果で前期を上回りました。

　都市ガスの主原料であるLNG（液化天然ガス）などの原料価格は、為替レート
や原油価格などの影響によって変動します（右記グラフの赤線）。原料費調整
制度は、この為替レートや原油価格などの影響で変動する原料価格を適切に
ガス料金（右記グラフの青線）に反映させる制度です。原料価格は、3〜5か月
後のガス料金に反映されるため、一定期間（会計年度）においては期間損益の
変動要因（スライドタイムラグ）となります。
　当期は、原料価格が年末にかけて下落傾向であったため、期間損益にプラス
の影響（差益）を与えました。

原料費調整制度とスライドタイムラグ
差益

差損

原料価格（LNG）ガス料金

2025年2023年 2024年
図：3か年のスライドタイムラグイメージ

2025年度年間配当金 1株につき 43円
（中間20.5円+期末22.5円）

2026年度予想年間配当金
（中間22.0円+期末22.0円）

1株につき 44円

POINT

ご参考
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主な出来事

9月
● �「cosaフードホール」ネーミングライツ

契約締結

● �スマートブルー㈱と資本業務提携を 
締結

2025

2026

● �mui Lab㈱とのスマートホーム分野に
おける資本業務提携の締結

● �グループ再編・組織改編を実施

8月

1月

● �「譲渡制限付株式インセンティブ制度」
の導入を決定

mui Labとスマートホーム分野で資本業務提携
　当社は、mui Lab株式会社とスマートホーム分野に関する資本業務提携
を締結しました。今後、ホームオートメーションとエネルギーマネジメント
を統合した「スマートホームサービス」を共同開発し、当社グループのお客
さまへの提供に加え、全国のガス会社向け共同販売にも取り
組んでまいります。なお、本サービスは2025年中に実証実験
を行い、2026年夏頃の提供開始を目指します。
https://www.shizuokagas.co.jp/news/documents/20250805.pdf

スマートブルーと資本業務提携
　当社グループで電力事業を展開する静岡ガス＆パワー株式会社は、再生
可能エネルギー分野における事業拡大を目的として、スマートブルー株式
会社の株式を33.5％取得しました。両社の経験と実績を活かし、
太陽光発電を中心とした再エネ電源開発をこれまで以上に�
加速させてまいります。
https://www.shizuokagas.co.jp/news/documents/20250909_1.pdf

シンガポールに現地子会社設立を決定
　当社は、東南アジアにおける事業開発拠点として、シンガポールに現地�
子会社「SHIZUOKA GAS ASIA PTE. LTD.」の設立を決定しました。事業環境
の変化に迅速かつ柔軟に対応し、現地企業との連携を一層強化することで、
天然ガスを含むエネルギー分野や再生可能エネルギー分野�
などの事業開発を推進してまいります（2025年12月設立、
2026年4月事業開始予定）。
https://www.shizuokagas.co.jp/news/documents/2025110505.pdf

交換式EV×バッテリーシェア　連携協定を締結
　当社は、再生可能エネルギーの地産地消および地域防災力の強化に向け、�
静岡市など10団体と連携協定を締結しました。実証実験では、充電・交換
ステーションの設置、実業務でのバッテリー交換式EVの利用、バッテリー
の電源利用等を行い、バッテリーシェアリングサービスの�
ビジネスモデル検証を進めます。協定終了後も継続的な取り
組みを検討してまいります。
https://www.shizuokagas.co.jp/news/documents/20251107.pdf

10月
11月

12月

● �SHIZGAS でんき「東レアローズ静岡
応援パック」「ベルテックス静岡応援
パック」の申込受付開始

● �シンガポールでの現地子会社の設立
を決定

● �御殿場ガス㈱の完全子会社化

● �バッテリー交換式EVの利用と 
バッテリーシェアリングの実現に 
向けた実証実験に関する協定の締結

● �相良沖での藻場再生に関する3者連携
協定を締結

● �㈱共同開発、㈱共和不動産の全株式を
取得2月
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https://www.shizuokagas.co.jp/news/documents/20250805.pdf
https://www.shizuokagas.co.jp/news/documents/20250909_1.pdf
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　株主の皆さまの日頃からのご支援への感謝と、当社事業に対するご理解をより深めていただくことを目的に�
「株主さま向け施設見学会」を開催いたします。

対象 2025年12月末時点で100株以上を保有する株主さま

見学場所
静岡ガス＆パワー㈱富士発電所（静岡県富士市蓼原1146-1）

静岡ガス㈱富士支社（静岡県富士市津田260-12）

実施日時

①2026年6月15日（月）13：00～16：00（予定）
②2026年6月18日（木）13：00～16：00（予定）
③2026年6月22日（月）13：00～16：00（予定）
④2026年6月25日（木）13：00～16：00（予定）

募集人数
各20名程度（ご同伴者さまを含む）
※ご同伴者1名（小学生以上）を含めた2名までご参加が可能です。
※ご応募の際にご同伴者さまの有無をご選択ください。

集合場所 JR富士駅または新富士駅
（詳細は当選者さまにご案内いたします。）

応募方法 上記QRコードに必要事項をご入力のうえ、ご応募ください。
※2026年4月末日お申し込み分まで

抽選
応募多数の場合は、抽選とさせていただきます。
当選者さまへのご連絡のみとさせていただきます。
（5月中に郵送にてご連絡予定）

その他

※�参加費は無料となりますが、ご自宅から集合場所までの往復交通費、
宿泊費等は、株主さまのご負担とさせていただきます。
※駐車場はご用意しておりません。
※�複数日時に応募いただいた場合、見学会にご参加いただけるのは、�
実施日時のうちいずれか1日のみとなります。
※�当選した権利を他人に譲渡することや、金銭と交換等することは�
できません。
※�天候、見学施設の事情等により、やむを得ず見学会を延期・中止する
場合がありますので、あらかじめご了承ください。なお、見学会を延期・
中止する場合には、郵送または電話にてご連絡させていただきます。
※�見学会の延期・中止または変更により株主さまに生じる費用等に�
ついては、株主さまのご負担となります。

静岡ガス＆パワー富士発電所／静岡ガス富士支社見学会のご案内

相良沖の藻場再生（3者連携協定）
　榛南地域磯焼け対策推進協議会・南駿河湾漁協と「藻場再生・保全等に関する連携協定」を締結しました。
　磯焼けで藻場が減少する榛南海域（御前崎市・牧之原市・吉田町の2市1町に及ぶ沿岸海域）での母藻�
移植や種苗投入を通じて藻場再生を進め、ブルーカーボン吸収や水産振興などに貢献してまいります。

母藻移植による藻場再生

◦ 企業による母藻の大量移植は県内初
◦ ブルーカーボン吸収／生物多様性の向上に寄与
◦ 水産振興・啓発イベント等も含めて協働

地域貢献

将来的には、CO₂吸収によるブルーカーボン・オフセット・クレジット創出も目指します。

https://www.shizuokagas.co.jp/news/
documents/20251224.pdf

詳細は当社Webサイトに 
掲載しています。
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会 社 名 静岡ガス株式会社

設 立 1910年（明治43年）4月16日

資 本 金 6,279百万円

事 業 内 容

都市ガスの製造・供給および販売
LPGの販売
発電および電力の販売
リフォーム、ガス機器販売、ガス工事　等

事 業 年 度 1月1日から12月31日まで

定 時 株 主 総 会 3月

基 準 日 定時株主総会・期末配当� 12月31日
中間配当� 6月30日

株主名簿管理人
みずほ信託銀行株式会社
〒100-8241
東京都千代田区丸の内一丁目3番3号

郵 便 物 送 付 先
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-8507
東京都杉並区和泉二丁目8番4号

電 話 照 会 先 0120-288-324（フリーダイヤル）

公 告 の 方 法
電子公告により公告します。
（https://www.shizuokagas.co.jp）
＊ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告を
することができない場合は、日本経済新聞に掲載します。

1単元の株式数 100株

証 券 コ ー ド 9543

個人・その他
20.6%

証券会社
0.9%

金融機関
13.8%

その他国内法人
52.6%

外国人
12.1%

会社概要 株主メモ

発 行 可 能 株 式 総 数 240,000,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 76,192,950株

株 主 数 13,299名

株式の状況

所有者別株式分布状況

※自己株式（839千株）を控除して計算しております。

静岡市駿河区八幡一丁目5番38号
https://www.shizuokagas.co.jp

　住所変更、単元未満株式の買取・買増等について　
株主さまの住所変更、単元未満株式の買取・買増請求その他各種お手続き�
につきましては、口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。

　未受領の配当金について　
未受領の配当金につきましては、みずほ信託銀行およびみずほ銀行の�
本店・全国各支店にてお支払いいたします。
なお、配当金は、支払開始の日から満3年を経過しますと、当社定款の�
定めによりお支払いできなくなりますので、お早めにお受取りください。

　その他のお問い合わせ　
静岡ガス株式会社　コーポレートサービス本部　総務部　総務担当
☎︎054-284-4141

－ アンケートのお願い －
QRコードまたはURLから、ご意見・ご感想をお聞かせください。
アンケートURL
https://krs.bz/shizgas/m/shareholder-survey_202512

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

https://www.shizuokagas.co.jp
https://krs.bz/shizgas/m/shareholder-survey_202512
https://www.shizuokagas.co.jp



